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1.はじめに

Ai-SYSTEMにおいては，気象庁が配信する緊急地震速報を受信し，大きな揺れが到達する前に，各企業所在

地における予測震度，到達(猶予)時聞を計算・表示し，報知している。気象庁から配信されるのは，地震の

発生時刻，震源の位置(緯度，経度および深さ)，地震の規模(マグ、ニチュード)であり，これらの情報に基

づいて，各企業の端末で，何秒後に，どの程度の揺れが来るかを計算して表示している。

平成 19年の第 168回国会(臨時国会)において，気象業務法の一部を改正する法律(平成 19年法律第 115号)

が成立し，気象庁以外の者が地震動の予報の業務を行う場合は，気象庁長官の許可を受けることが義務付けら

れた。これに伴い，当大学では，計算手法を気象庁が指定，又は推奨する方法に切り替え，正式に許可を受け

て配信を行っている。

本稿では，この計算手法について概要を述べる。

2.計算のフロー

図-1に計算のフローを示す。 以下，同図に基づき計算手法の概要を述べる。

本システムにおいては，気象庁緊急地震速報として，地震の発生時刻，震源の位置，地震の規模を受信する。

一方，地震動の予想を行うには、対象地点の緯度@経度，その地点における増幅度が必要である。震源と予想

対象地点の緯度 e 経度から，震央距離を算出する。地震の深さと震央距離から，震源距離を求める。さらに，

モーメントマグ、ニチュードから断層長を求め，震源距離と組み合わせることにより，断層最短距離を求める。

続いて，モーメントマグ、ニチュード，震源の深さ，断層最短距離から，基盤上における最大速度を計算し，

基盤上における最大速度と地盤増幅度を掛け合わせて地表面における最大速度を求める。

地盤増幅度は，地表から地下 30mまでの平均S波速度から求めるが， S i皮速度の推定には，微地形区分，標高，

主要河川からの距離などに基づいて推定する松岡 e 翠川の経験式 1)を用いる。計測震度は，地表面における最

大速度から経験式を用いて算出する。一方，地震動の到達時刻は，震央距離と震源の深さから，気象庁走時表

を用いて予測する。
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3.計算の入力値

( 1 )地震の発生時刻，震源の位置(緯度，経度および深さ)，地震の規模

気象庁が提供し，予報業務計画書第 3項の通り入手する緊急地震速報(予報)，および緊急地震速報(警報)

(以下，予報資料という)から，上記に該当するデータをそのまま用いる。

(2)予想の対象とする地点の位置(緯度・経度)

予想の対象とする地点の緯度・経度に対する計算を行う。

(3)予想の対象とする地点における地盤増幅度

国土地理院発行の土地条件図 (http://www1.gsi.gojp/geowww /themap/lcm/tokai.html)等を参考に微地形

を区分し， 4.3節に示す手法により表 1の係数 (a，b， C)を決定し，平均S波速度を算定した上で S波伝播速

度が 600m / sに相当する硬質基盤から地表に至る聞の地盤増幅度を算定する。

4.対象地点の震度の予想の手順

4. 1予想の対象とする地点における震源までの距離Xの算出

( 1 )震央距離(10)

震央の緯度@経度を(ゆ EλE)，観測点の緯度@経度を(の xλx) とする(いずれも日本測地系)。

まず (1)式を用いて，震央および観測点の緯度危地理緯度ゆ (ラジアン)から地心緯度。(ラジアン)

に変換する。

tanゆ二(1-e2) tanの'

e:離心率 e2 = 6.674372 X 10-3 

尚，ナウキャストサーバでは (1)式をべき級数展開した (2)式で計算している。

ゆニゆ〆一 (11.55/60)・RADIAN• sin (2の〕

RADIAN二万 /180

次に (3)式により，求める震央距離に対応する角距離Llj (ラジアン)そ求める。

sin (Llj/ 2)ニ SQRT((AE-Ax)2 + (BE-Bx)2 + (CE-CX)2) /2 

、、1ノ1
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/
t
¥
 

(2) 

(3) 

但し AEニ cosゆE• cos A E 

BEニ COSゆE・sinA E 

C E = sinゆE

Ax= cosゆx• cos A x 

B x= COSゆx• sin λx 

C x= sinゆx

Lljに地球半径を乗じて震央距離10(km)を求める。

10 =Llj ・a

a:地球半径二 6370.291(km) 

(4) 

(2)震源距離 (S0) 

上記震央距離の計算において，震源の深さを d(km)とする。

(1)式で地心緯度に変換した後， (5)式により角距離LIs (ラジアン)を求める。

LI s = SQRT ((AE-Ax)2 + (B E-B X)2十 (CE-C X)2) (5) 

AEニ COSゆE• cos A E • (a -d) / a 

B E = COSゆE• sin A E • (a -d) / a 

C E = sinのE'(a -d) / a 

Ax= cosゆx・cosA x 

B x= COSゆx• sin A x 

Cxニ sinφx 
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LlSに地球半径を乗じて震源距離 SO(km)を求める。

SO =LI s・a (6) 

(3)断層最短距離 (X)

断層最短距離Xは (7)式で表わされる。

X=So-L/2 

SO :震源距離 L:断層長

モーメントマグ、ニチュード Mwから宇津による (8)式 2)で断層長を算定する。

logL = 0.5Mw -1.85 

但し， Xの最小値は 3kmとする。 (So-L/ 2 < 3の場合， X = 3km) 

(7) 

(8) 

4.2対象とする地点の基準基盤上における最大速度の推定

対象地点の基準基盤上における最大速度の推定は，最大速度に対する司・翠}11の距離減衰式 3)を採用する。

log(PGV600) = 0.58Mw十 O目0038D-1.29 -log(X十 0.0028x 100印刷
) - 0.002X (9) 

PGV600 :予想の対象とする地点において， S波の伝播速度が 600m/sに相当する硬質地盤

上における地震動の最大速度振幅 (cm/s)

D:震源の深さ (km)

X:断層最短距離 (km)

気象庁マグ、ニチュードからモーメントマグ、ニチュードへの変換は，宇津による (10)式引を採用する。
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4.3地表面での最大速度の推定

予想の対象とする地点における S波の最大速度振幅 PGV(cm/s)は， (11)式で表される。

PGV = ARV600 x PGV600 

ARV600 :予想を対象とする地点における地盤増幅度

PGV600 :予想の対象とする地点において， S波の伝播速度が 600m /sに相当する硬質地盤上にお
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ける地震動の最大速度振幅 (cm/s)

( 1 )地盤増幅度の推定

地盤増幅度の推定には，松岡・翠川による (12)式 1)を採用する。

log(ARV600) = 1.83 -0.661og(AVS)士。(100< AVS < 1500) (12) 

AVS:地表から地下 30mまでの平均S波速度

(AVSが 100m/sec未満の場合は 平均 S波速度 100m/sで評価)

ARV600 :予想を対象とする地点における地盤増幅度

σ:計算では使用しない
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(2)平均 S波速度の推定

平均S波速度の推定には，松岡@翠川による (13)式および係数 5)を採用する。

log(AVS) = a十 bolog(H)+ c.log(D)土 6

AVS:地表から地下 30mまでの平均S波速度

a， b， c :係数(表ー1)

H:標高

D:主要河川からの距離 (km)

c) :計算では使用しない

表 l 平均S波速度推定式の係数

No. 微地形区分 a 
1 埋立地 2.23 
2 人口改変地 2.26 

3 ニ角川、い後背湿地 (D壬0.5) 2.19 
4 ニ角州、卜後背湿地 (D> 0.5) 2.26 

5 自然堤防 1.94 
6 谷底平野 2.07 
7 砂州・砂丘 2.29 

8 扇状地 1.83 
9 ローム台地 2 

10 砂磯台地(段丘) 1.76 
11 正陵 2.64 

12 その他(火山など) 2.25 
13 先第二紀 2.87 

4.4計測震度の推定

b 。。。。
0.32 

0.15 。
0.36 
0.28 

0.36 。
0.13 。

地表における計測震度の推定には，翠川他による (14)式 5)を採用する。

I町 田=2.68十 1.721og(PGV)

IINSTR :計測震度

PGV:予想の対象とする地点における S波の最大速度振幅 (cm/s)

5.地震動の到達時刻の予想の手)1慣

5. 1計算の方法

S波の走時を，気象庁による走時表JMA2001を用いて算出する。

(13) 

C 。。。
0.25 。。。。。。。。。

(14) 

震央距離は，上記4.1節(1 )によって求められる l。を，震源深さ dは緊急地震速報にて与えられる値を

用いる。走時表で与えられる走時はメッシュ状の値で、あるため，震央距離，深さの両方向について補間し， 10， 

dに対応した走時を求める。

以下に補間の手順を示す。

( 1 )算出式

走時算出の目的とする震央距離X，震源深さ yに着目し，走時表上の近傍 9点の走時値を用いてラグランジ

ェ補間するo 9点の座標を (Xo，Yo)， (xj， Yo)， (x2， Yo)， (xo， Yj)， (xj， Yj)， (x2， Yj)， (xo， Y2)， (xj， Y2)， (x2， yz)とし，各座標上

の走時を T(xm， Yn)とする。ラグランジ、エ補間で、は， X， Y各々について 2次式で表されるものとし，震源深さ y

方向の補間走時T(xo， y)， T (xj， y)， T (x2， y)は， (15) ~ (17)式で表すことができる。
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(Y-Yl)(Y-Y2) rp(__ _. ，¥， (Y-YO)(Y-Y2) rp(__ _...， (Y-YO)(Y-Yl) 
0ラ )=2T(xpYo)十 02T(xoJ1)+I T(xoJ2) 

(Yo -Yl)(YO -Y2) 'v"  V'  (Yl -YO)(Yl -Y2) υ 1/  (Y2 -YO)(Y2 -Yl) υ 

(15) 

(Y-Yl)(Y-Y) rp(__ _ ¥， (Y-YO)(Y-Y2) '7'/ ¥， (Y -YO)(y -Yl) 
l，)=2 T(XlJo)+02T(X19Yl)+l  T(XI，Y2) 

(Yo -Y1)(YO -Y2) .， -v， (Y1 -YO)(Y1 -Y2) "--，， (Y2 -YO)(Y2 -Y1) " 

(16) 

(Y-Y])(Y-Y) rp(__ _. ¥， (Y-YO)(Y-Y2) rp(__ _. ¥， (Y-YO)(Y-Y1) 
γ)=2 T ( x u Y o ) +02T(X2ラYl)+1T(X2ラY2)

(Yo -yJ(yo -Y2) . 4 - V'  (Y1 -YO)(Yl -Y2) ん " (Y2 -YO)(Y2 -Y1) ん

(17) 

引続き，震央距離x方向の補間走時T(λy)を (18)式により求める。

(x-x])(x-x2) '7'/__ _.¥， (X-XO)(X-X2) rn/ ¥， (X-XO)(X-X]) 
1/¥" -'2J，T(xoラy)+02T(XIJ)+l T(X2J)(18) 

(XO-X1)(XO-X2) . V_'  (x1-XO)(X1-X2) ，，--， (x2-XO)(X2-X1) 

(2)具体的計算手順

予測の対象とする地点の位置および予報資料のうち震源位置から震央距離xおよび震源の深さ yを求め，こ

れについて，以下の方法により S波の走時を求める。

(15)式を適用するため， 3X3=9のデータを用いる。このため X，Yについて，下式を満たす Xo，X1， X2お

よびYo，Yl，れを求める。

xo + Xl _ __ _ X] + X2 yo + Yl _ _. _ Y1十 Y2
一一一一一一 <X<一一一一一 一一一一一 <v<一一一一一

2 2 2 2 

図 2において， dk，dhは下記のように定義する

X， -x 
dk=ーム一一

X1 -xo 

y， -Y dh =ーニ一一
Yl -Y。

走時表から，下記要素の走時を読み込む。

(20) 

T o，oT 0，1， T 0，2， T 1，0， T 1，1， T 1，2 T 2，0， T 2，1 T 2，2 

(15)式において，

Yl-YO=)'2-yl二 P 1 

只 -y= p. dh (" (21) 

y-yo= p(1-dh) ) 

を代入すると，最終的に (22)式そ得る。

(19) 

震央距離

〉も X 2 

YO ト ? 1 0 0

P: 
Y 1--------了一ーr-tdh~p

Y1 ト??ベ'" u 

l dk*q 
P: 

Y2 ~ cD----..;:---G一一ーの
q q 

図2 S波走時の計算法

(-pキdh)キ(-1-dh)ヰPrpi__ _....， p(l-dh)ヰ(-p)(l+ dh) 
T(xoJ。) + T ( x o J l )

( _ p ) * (-2 p ) ， v' - v， (p) * ( _ p ) 

p(1-dh) * ( -p * dh) 
T(xo， Y2) 

(2p)キ(p) . V ム

= i抑仰2+品刈附)ト竹*吋T恥( 2 

=jσ川)-2T(xo，附恥刷叫凡YO)-T(XO'Y2ル T(xo'Y])
2 . ノ
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以下，同様にして (23)式， (24)式が得られる。

T (x， ，y) =土(T(X1ラYo)-2T(x1ラYl)+T(XI，Y2))dh2+1(T(XI，yo) Tいいん ))dh + T ( X p Y 1 ) 

2 

(23) 

T (xら2 戸 t七ドσT川 2 

(24) 

(22) ~ (24)式から，最終的に (25)式を得る。

T (x，y) =工(T( X 0 ， Y) -2 T ( X 1 ， y) + T ( X 2 ， Y )) dk 2 + : (T ( X 0 ， y) -T ( X 2 ， Y ) )dk + T (X 1ラ y)
2 

(25) 

ここに T(X，y)が求める走時であり.T (X，y)を地震の発生時刻に加算して到達時刻とする。

6.むすび

愛知工業大学地震防災コンソーシアムのフ。ロジ、ェクトにおいて，緊急地震速報の配信を開始してから 2年が

経過した。この間の配信は，研究目的での試験配信であったが，緊急地震速報においては，気象庁から震源位

置とマグ、ニチュード，地震発生時刻が配信され 受信した側で その場所における震度と予想到達時刻を算出

する仕組みになっている。そのため， I気象庁以外の者による地震動の予報業務」と位置づけられ，気象庁長

官の許可を受けることが義務付けられた。このことは，当プロジ、エクトにおける緊急地震速報の配信が，研究

目的の配信から業務目的の配信へと切り替わったことを意味する。

配信事業者聞の差異をなくすため，計算手法の共通化を図る必要があり，気象庁から計算手法についての詳

しい提示があった。これに従ってプログラムの変更を行い， 2008年4月 1日から新プログラムに変更した。

本フ。ロジ、ェクトでは，引続き，緊急地震速報に基づく各観測点での予測震度の精度向上のための研究者E進め

る予定である。
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